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2025年のFA市場はどうなる？　FA各社トップが語る

　2024年度の業績は、売り上げは前年度比でほぼ横
ばいとなったが、利益については人件費の見直し、
材料や部品価格、エネルギー価格の高止まりが影響
して悪化した。
　JECA FAIR2024では、常用電源との切換に欠か
せない電源切換開閉器「SSKシリーズ」を中心に

展示した。災害時の停電に備えて非常用発電機の必要性が見直されている
中で高評価を得た。また新製品「RET形速結端子台」も展示し、アース
線を差し込むだけで接地バーに接続ができ、電線の端末処理やドライバー
によるネジ締め作業が不要という特長が、人手不足の中で反応が良かっ
た。
　また創立65周年を迎えるにあたり、10月に社名を「共立継器株式会社」
から、「WashiON株式会社」に変更した。WashiON（ワシオン）はお客
さまに長年親しまれてきたブランド名であり、社名とブランド名を統一す
ることとした。
　2025年は、引き続き原材料やエネルギー価格の高止まりが続くと予想さ
れるが、売り上げ、利益ともに2024年度の10%アップを目標に掲げ、営
業、生産活動を行っていく。
　営業面では、顧客満足度を向上するために、これまで以上にお得意さま
を訪問して細かい要望を拾い上げる地道な営業活動を続けていく。各種展
示会へも積極的に出展して新製品、および従来製品をPRし、新規顧客の
開拓につなげていく。

創立65周年を迎え新たなスタート
代表取締役会長

追分　泰

WashiON

　2024年度は、新製品のファイバーレーザー切断機
が前期比24%増と大きく伸び、工作機械向けなどフ
ットスイッチの同10%減をカバーし、売上高は約
8%の増加を見込んでいる。利益も微増の見込みで
増収増益を達成できる予定。
　ソレノイドは、電磁落下防止装置向けが好調で、

前年度並みの売り上げを予定、3本柱の売上高構成比としては、フットス
イッチ約30%、空調ダクト切断機約40%、ソレノイド・電磁機器などが約
30%となる。ファイバーレーザー切断機の売り上げ増で空調ダクト切断機
の比率が23年度の30%から向上、フットスイッチの売り上げより多くなっ
た。
　また、新市場の開拓として、eスポーツ、ゲーム機の動画を再生する機
器のフットスイッチなども開発している。
　こうした新しいマーケットを模索するため、営業方法にも工夫を凝ら
す。従来は製品を持ち込んで説明していたが、タブレットによる動画、
PDFで製品の使用事例を紹介、視覚に訴えかけながら提案している。海
外の展示会などでも、仕様などが一目で分かるので好評だ。また、タブレ
ットなら仕様が変更されても簡単に情報を変更できる。
　海外では展示会に積極的に出展し、従来からの中国、タイに加えてイン
ドにも力を入れる。昨年9月にデリーで開かれた国際電子部品製造技術専
門見本市に出展したが、今年1月にもベンガルールの工作機械展に出展、
大市場のインドで市場のニーズを把握し足場づくりを行う。
　これら展示会や製品、企業情報をメディアプラットフォーム「note」
で発信し、会社のPRや採用活動に役立てている。
　今年の市場見通しは、海外情勢が混沌としているため、不安視している
が、会社としては「変える」をキーワードに、25年4月から新経営体制で
臨み、25年度の売上高は約3%の増収を目指す。

動画を使った提案営業
代表取締役社長

古川　長武

国際電業 キムラ電機

　2024年度の業績は厳しい状況であり、売り上げは
前年から5％程度減となり、利益も下回る見込み
だ。2年前の部材の調達難や資材高騰に伴うお客さ
まの先行発注の影響が継続したとみている。一部の
建設関係のお客さまは堅調となっているが、その他
のユーザーからの発注が戻ってきていない状況だ。

　そうした中で、「海外規格ヒューズ台」「省配線ターミナル」「ネジな
し端子台」「耐環境端子台」の4種を拡販重点商品と定め、既存の主力製
品と合わせて積極的にPRを展開した。さらに、従来の営業活動以外にも
メールマガジンの配信などを積極的に行い、新たな引き合いや問い合わせ
も増加傾向にあり、受注につながる成果も出始めている。
　2025年の見通しについては、在庫調整局面がお客さまごとに異なり、市
場全体の回復傾向が読みにくい状況となっている。しかしながら、社会イ
ンフラ系のお客さまにおいて、2025年以降の大口案件の引き合いを頂戴し
ている。主力製品の新規引き合いも増加傾向にあり、在庫調整局面のお客
さまからの受注の回復状況がこれからのカギになると考えている。
　引き続きお客さまとの接点を大切にして地道に主力製品の拡販を行うと
ともに、2024年度に種まきを実施した4種の拡販重点商品のさらなる浸透
を進め、新規ユーザーの獲得を目指す。また引き合いをいただいている大
口案件に対して、お客さまの要望に応えるべく、社内のコミュニケーショ
ンを密にし、より一層の充実を図っていく。
　2025年は市場回復が見込まれる中、販売、製造、技術一体となってお客
さまの要望に応え、当社のモットーである「お客様のご満足の為に成長し
続ける」企業を体現し、前年比売り上げ115％以上を目指していく。

拡販重点商品を軸に提案強化
代表取締役社長

藤岡　利之

　2024年度は、大幅な増収増益での着地となる見込
みで、順調な年となっている。
　営業面では、お客さまとより深い関係構築を行う
ことに重点を置いた施策を行い、その取り組みのひ
とつにキャラバンカー（移動展示車）を使ったプラ
イベート展がある。キャラバンカーで直接、全国の

お客さまを巡り、当社の商品や会社の強みを訴求していくことを行った。
初めは、担当者レベルで当社の認知にばらつきがあることが多かったが、
活動の結果、お客さまの会社内で当社の認知度を底上げすることができ
た。そのおかげもあって、「ニーズに対応したカスタマイズ対応」がお客
さまの間で浸透し、カスタマイズ性の高い対応や専用の装置・モジュール
対応が好調だった。
　2025年は、先の状況が見通しづらい状況が続き、2024年度のような好調
さがこのまま良い状況が続くかどうかはかなり不透明だ。足元の案件をし
っかりとこなし、お客さまの満足を引き続き得られるよう丁寧な対応を続
けていきたい。具体的には、引き続きお客さまとの関係構築と深耕を続
け、キャラバンカーでのお客さままわりも継続して行う。
　また、加速する製造業のDX化にも対応できるようさまざまな情報のデ
ジタル化と情報連携がとれる体制構築も進めていく。代理店と当社の営業
がよりスムーズに情報のやり取りを行えるようにするため「代理店ポータ
ルサイト」を立ち上げた。利用できるコンテンツはまだ少ないが、コンテ
ンツの充実を図ることで、より代理店にとって利用価値の高い情報連携ツ
ールとして育て上げていく。
　当社の強みを生かし、お客さまとの共同開発も積極的に進めていく。新
たなチャレンジ案件にも積極的に取り組み、当社の開発思想であるBBS
（ブロック・ビルディング・システム）を進めることで新たな新商品開発
を加速させたい。

共同開発や新商品開発へ積極的に挑戦
代表取締役社長

中村　道一

NKE

　2024年度は、材料費と人件費の増加により、売上
・営業利益ともに目標達成は叶わなかった。全般的
に動きの激しい一年だったが、受注は前期比増と好
調であり、顧客の過剰在庫も消化して正常化してき
ている。
　主要カテゴリーでは磁気センサーやMP、ETが

前年売上を上回ったが、磁気スケールが大きく落ち込み苦戦した。昨年リ
リースしたロータリーエンコーダー「MRE」と回転ポテンショメーター
「MRP」は顧客の評価も高く、徐々に出荷も始まり、今後に大きく期待
できる。
　営業面では、東京と大阪で開催された「ものづくりワールド2024」に出
展し、ブースデザインを刷新したことで新規顧客の開拓につながった。他
にも各地区で展示会に参加し、販路開拓に取り組んだ。
　2025年は、厳しい年になる事を覚悟し積極的に取り組んでいく。新たな
取り組みとして、新潟や熊本、岐阜などの地方展示会への出展を計画する
ほか、6月に幕張メッセで行われる「国際建設・測量展」に出展し、悪環
境に強い当社製品を建機・土木分野への拡販を狙う。また製品パンフレッ
ト「ソリューションガイド」を作成し、当社製品を分かりやすく伝える工
夫や、MREとMRPの積極的な営業活動、展示会で得た新たな引き合い案
件を具体化する活動を強化していく。
　製品については、MRE、MRPの普及タイプのバリエーションの追加を
予定。ワントラックアブソスケールの商品化やCAN open対応センサーの
拡充を進めると共に、耐環境性能に優れた製品を開発し、建機やシールド
マシンなど土木分野等への進出を目指す。念願だった面実装型検出素子の
専用生産設備もいよいよ今秋完成する予定だ。
　次世代を生き抜くために、社員教育や人材育成に努め、人材確保に向け
た投資も継続し、業界に一目置かれる企業であり続けことを目指す。

新市場と新規客の開拓を強化
代表取締役社長

沖村　文彦

マコメ研究所

　2024年は、売り上げは前年比で10%下がる見込み
で、利益はほぼ前年並みになると見ている。
　2022年と2023年に大量の注文が入ったことで、現
在も代理店とお客さまの倉庫に在庫がある状態が続
いている。市場に振り回されている印象だが、地道
に頑張るしかない。

　大阪府内のものづくり中小企業を対象に、技術力や品質、コスト、納期
面等で高い評価を得ている企業を表彰する「大阪ものづくり優良企業賞 
匠」に選ばれた。JIS規格に合わせて従来より2～3割小型化したトランス
を開発し、材料の消費が少なく、SDGsにもつながるということで高く評
価してもらった。
　2024年は創業60周年の節目の年だった。続く2025年は、60年続いてきた
トランス専業メーカーとして、新しいスタートの年と考えている。
　トランスは製品での差別化は難しいが、当社は納期対応力やスピードを
重視してお客さまに長年選ばれてきた。弊社のキャッチフレーズは「産業
を支える小さな心臓」であり、どれだけデジタルの社会になっていって
も、人と社会が電気を使う以上、何者にも代え難い技術であり、不可欠な
製品である。景気が良くても悪くても、お客さまの満足することをきっち
りやっていくことが重要だ。
　50年前は10人ほどの小さな会社で、本社に建屋は一つしかなかった。事
業拡大とともに近隣に拡張し、いまでは工場と倉庫で4つの建屋に広がっ
ている。また、働いている従業員は近所に住む人々が中心で、長年、地域
社会に支えられきた。働く場所が地元にあり続けることは地域社会にとっ
て大事なことであり、これからも存続していかないといけない。
　今後もトランスで社会やお客さまを支えると同時に、より地域に密着し
て地元の経済と生活を支える企業であり続ける。

トランス一筋60年 業界と地域に貢献
代表取締役社長

城岡　充男

相原電機

　2024年は、長引いた客先の在庫調整が落ち着き、
受注は前年比約25%増と復調方向に転じたが、売上
は約10%減となる見通しとなっている。
　既存顧客の深掘りと既存顧客でも未開拓の部門の
開拓に注力し、お客さま先の会議室や食堂を借りて
訪問展示会の開催を行った。ネット通販に関して

も、取り扱いサイトを5社に拡大し、8月に「チップワンストップ‒電子部
品・半導体の通販サイト」で、12月から「ASKUL」での販売を開始し
た。また、営業企画部門を新設し、マーケティングと販促を強化してい
る。
　製品面では、プリント基板の固定用途としての基板端子が好調に動いて
いる。新たに取り扱いをはじめたバスバーも好調だ。端子台専業メーカー
からの脱却を図るべく、端子台＋αの訴求を推進している。
　2025年は、半導体関連市場が復調し、それに伴って製造業全体の復調が
期待されるので、見通しは明るいと見ている。
　前年から引き続き、お客さま先での訪問展示会の開催を強化し、ネット
通販についても、取り扱いサイトをさらに増やし、製品ラインアップも拡
充していく。また、複数の新製品の発売を予定しているほか、端子台＋α
の製品群の訴求・拡販、海外市場への拡販にもチャレンジしていく。
　製品では、トランジスタクリップなど放熱補助部品をはじめ、ねじを使
わず締結する端子台、必要な数だけ連結できる回転式端子台、プリント基
板の固定用途としての基板端子、新たに取り扱いを始めているバスバーの
提案を強化する。
　2025年度は、製造業全体が本格的に復調する期待の１年と考えている。
復調を見据えて先納期生産と計画生産によって納期対応力を強化しており
準備は整っている。また、端子台＋αの製品群でお客さまの困り事に幅広
く対応できることを訴求し、国内外のお客さまに貢献したい。

端子台＋αの製品群の提案強化
代表取締役社長

大島　右京

フジコン

　2024年度は、円安影響による仕入れ価格の増加と
物価高の影響が大きかったものの売価に転嫁できた
ケースもあり、増収増益を見込んでいる。
　取り組みの目玉となったのは、弊社WEBサービ
スを刷新したこと。WEB上で常設バーチャル展示
会の開催を行い、定常的に製品の露出を上げること

ができている。WEBの検索機能も向上し、お客さまからの問い合わせも
増加している。
　また都心部から離れたお客さまの現場の悩みを解決するために代理店各
社との共同営業活動を強化し、共同での展示会出展などの機会を得ること
ができた。
　製品としては、産業用データ通信製品は堅調が継続し、産業用PCやカ
メラも好調。特に無線関連製品は大きく売上を伸ばし、データセンター向
けの電材も好調だった。
　2025年度の見通しは明るい。社内組織が徐々に成熟化し、自律・自立し
た社員も増え、自走型自律型組織に近づきつつある。各部門のリーダーが
陣頭指揮を執りつつ、現場最高責任者と戦略立案と実行を行うことにより
目標達成できるようになってきた。2025年は全社を通じてデジタル化、効
率化を促進させていく。
　具体的には、WEB戦略をさらに加速化し、提案営業を促進してお客さ
まへの提案の質を向上させていく。地域代理店との共同営業体制の深化も
進め、無線を含めた新たな製品の発掘に加え、PCやスイッチなどカスタ
ムやカスタム設定が必要な製品の対応ができる体制も強化していく。
　2025年度は、10年ビジョン「産業×IT＝IBS」の5年目の年となる。
2026年までの３年間は「育てる」をテーマとし、ひと、事業、市場など、
出てきた芽を育てる年にしたい。産業分野のIT化は拡大市場だが、ニッ
チな得意分野を見つけ、生活を豊かにする技術貢献に寄与し続けたい。

ひと、事業、市場を「育てる」年に
代表取締役社長

望月　綾子

アイ・ビー・エスジャパン

　2024年は、産業機器事業の受注が前期から減少し
た状況が継続し、一時大幅に増えた受注残も消化が
進んだ。現在は部品の入手状況が改善し、リードタ
イムも以前より良い方向に進んでいるが、中国の景
気減速やユーザーの在庫過多によって厳しい状況に
ある。その中で前期比を上回る売り上げにすべく営

業活動を進めている。
　環境事業に関しては、近年提案を強化してきた高圧向けの受注が売り上
げに結び付いたため、売上げは前期比10％程度の増加で推移している。
　営業面では、海外での販売強化のため、ディストリビューターの開拓と
拡販を進めた。国内向けはパワーモジュールの拡販を強化した。提案でき
る客先は増えてきたが、市場環境の停滞から顧客の動きが鈍く、実績とな
る案件は来季以降に増えてくると見越している。
　2025年は、客先の在庫消化の進捗と半導体関連の立ち上がりを見込んで
いるため、市場見通しは明るいと考えている。
　前期同様に、海外拡販とパワーモジュールの拡販を重点項目として、当
社としての顧客への優位性を再構築しながら新規開拓を進めていきたい。
そのためにパワーモジュール関連と海外での現地ニーズに対応した製品マ
ーケティングを強化していく方針だ。
　直近は厳しい状況にあるが、半導体需要は間違いなく増加するファンダ
メンタルはあると考えている。その波にしっかりと対応できるよう、2025
年度は部材の確保や生産効率の改善、新規顧客開拓、既存顧客への深掘り
活動を前へと進めていきたい。

海外拡販とパワーモジュールに注力
取締役 営業本部長

安井　雄司 

ジェルシステム
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によるネジ締め作業が不要という特長が、人手不足の中で反応が良かっ
た。
　また創立65周年を迎えるにあたり、10月に社名を「共立継器株式会社」
から、「WashiON株式会社」に変更した。WashiON（ワシオン）はお客
さまに長年親しまれてきたブランド名であり、社名とブランド名を統一す
ることとした。
　2025年は、引き続き原材料やエネルギー価格の高止まりが続くと予想さ
れるが、売り上げ、利益ともに2024年度の10%アップを目標に掲げ、営
業、生産活動を行っていく。
　営業面では、顧客満足度を向上するために、これまで以上にお得意さま
を訪問して細かい要望を拾い上げる地道な営業活動を続けていく。各種展
示会へも積極的に出展して新製品、および従来製品をPRし、新規顧客の
開拓につなげていく。

創立65周年を迎え新たなスタート
代表取締役会長

追分　泰

WashiON

　2024年度は、新製品のファイバーレーザー切断機
が前期比24%増と大きく伸び、工作機械向けなどフ
ットスイッチの同10%減をカバーし、売上高は約
8%の増加を見込んでいる。利益も微増の見込みで
増収増益を達成できる予定。
　ソレノイドは、電磁落下防止装置向けが好調で、

前年度並みの売り上げを予定、3本柱の売上高構成比としては、フットス
イッチ約30%、空調ダクト切断機約40%、ソレノイド・電磁機器などが約
30%となる。ファイバーレーザー切断機の売り上げ増で空調ダクト切断機
の比率が23年度の30%から向上、フットスイッチの売り上げより多くなっ
た。
　また、新市場の開拓として、eスポーツ、ゲーム機の動画を再生する機
器のフットスイッチなども開発している。
　こうした新しいマーケットを模索するため、営業方法にも工夫を凝ら
す。従来は製品を持ち込んで説明していたが、タブレットによる動画、
PDFで製品の使用事例を紹介、視覚に訴えかけながら提案している。海
外の展示会などでも、仕様などが一目で分かるので好評だ。また、タブレ
ットなら仕様が変更されても簡単に情報を変更できる。
　海外では展示会に積極的に出展し、従来からの中国、タイに加えてイン
ドにも力を入れる。昨年9月にデリーで開かれた国際電子部品製造技術専
門見本市に出展したが、今年1月にもベンガルールの工作機械展に出展、
大市場のインドで市場のニーズを把握し足場づくりを行う。
　これら展示会や製品、企業情報をメディアプラットフォーム「note」
で発信し、会社のPRや採用活動に役立てている。
　今年の市場見通しは、海外情勢が混沌としているため、不安視している
が、会社としては「変える」をキーワードに、25年4月から新経営体制で
臨み、25年度の売上高は約3%の増収を目指す。

動画を使った提案営業
代表取締役社長

古川　長武

国際電業 キムラ電機

　2024年度の業績は厳しい状況であり、売り上げは
前年から5％程度減となり、利益も下回る見込み
だ。2年前の部材の調達難や資材高騰に伴うお客さ
まの先行発注の影響が継続したとみている。一部の
建設関係のお客さまは堅調となっているが、その他
のユーザーからの発注が戻ってきていない状況だ。

　そうした中で、「海外規格ヒューズ台」「省配線ターミナル」「ネジな
し端子台」「耐環境端子台」の4種を拡販重点商品と定め、既存の主力製
品と合わせて積極的にPRを展開した。さらに、従来の営業活動以外にも
メールマガジンの配信などを積極的に行い、新たな引き合いや問い合わせ
も増加傾向にあり、受注につながる成果も出始めている。
　2025年の見通しについては、在庫調整局面がお客さまごとに異なり、市
場全体の回復傾向が読みにくい状況となっている。しかしながら、社会イ
ンフラ系のお客さまにおいて、2025年以降の大口案件の引き合いを頂戴し
ている。主力製品の新規引き合いも増加傾向にあり、在庫調整局面のお客
さまからの受注の回復状況がこれからのカギになると考えている。
　引き続きお客さまとの接点を大切にして地道に主力製品の拡販を行うと
ともに、2024年度に種まきを実施した4種の拡販重点商品のさらなる浸透
を進め、新規ユーザーの獲得を目指す。また引き合いをいただいている大
口案件に対して、お客さまの要望に応えるべく、社内のコミュニケーショ
ンを密にし、より一層の充実を図っていく。
　2025年は市場回復が見込まれる中、販売、製造、技術一体となってお客
さまの要望に応え、当社のモットーである「お客様のご満足の為に成長し
続ける」企業を体現し、前年比売り上げ115％以上を目指していく。

拡販重点商品を軸に提案強化
代表取締役社長

藤岡　利之

　2024年度は、大幅な増収増益での着地となる見込
みで、順調な年となっている。
　営業面では、お客さまとより深い関係構築を行う
ことに重点を置いた施策を行い、その取り組みのひ
とつにキャラバンカー（移動展示車）を使ったプラ
イベート展がある。キャラバンカーで直接、全国の

お客さまを巡り、当社の商品や会社の強みを訴求していくことを行った。
初めは、担当者レベルで当社の認知にばらつきがあることが多かったが、
活動の結果、お客さまの会社内で当社の認知度を底上げすることができ
た。そのおかげもあって、「ニーズに対応したカスタマイズ対応」がお客
さまの間で浸透し、カスタマイズ性の高い対応や専用の装置・モジュール
対応が好調だった。
　2025年は、先の状況が見通しづらい状況が続き、2024年度のような好調
さがこのまま良い状況が続くかどうかはかなり不透明だ。足元の案件をし
っかりとこなし、お客さまの満足を引き続き得られるよう丁寧な対応を続
けていきたい。具体的には、引き続きお客さまとの関係構築と深耕を続
け、キャラバンカーでのお客さままわりも継続して行う。
　また、加速する製造業のDX化にも対応できるようさまざまな情報のデ
ジタル化と情報連携がとれる体制構築も進めていく。代理店と当社の営業
がよりスムーズに情報のやり取りを行えるようにするため「代理店ポータ
ルサイト」を立ち上げた。利用できるコンテンツはまだ少ないが、コンテ
ンツの充実を図ることで、より代理店にとって利用価値の高い情報連携ツ
ールとして育て上げていく。
　当社の強みを生かし、お客さまとの共同開発も積極的に進めていく。新
たなチャレンジ案件にも積極的に取り組み、当社の開発思想であるBBS
（ブロック・ビルディング・システム）を進めることで新たな新商品開発
を加速させたい。

共同開発や新商品開発へ積極的に挑戦
代表取締役社長

中村　道一

NKE

　2024年度は、材料費と人件費の増加により、売上
・営業利益ともに目標達成は叶わなかった。全般的
に動きの激しい一年だったが、受注は前期比増と好
調であり、顧客の過剰在庫も消化して正常化してき
ている。
　主要カテゴリーでは磁気センサーやMP、ETが

前年売上を上回ったが、磁気スケールが大きく落ち込み苦戦した。昨年リ
リースしたロータリーエンコーダー「MRE」と回転ポテンショメーター
「MRP」は顧客の評価も高く、徐々に出荷も始まり、今後に大きく期待
できる。
　営業面では、東京と大阪で開催された「ものづくりワールド2024」に出
展し、ブースデザインを刷新したことで新規顧客の開拓につながった。他
にも各地区で展示会に参加し、販路開拓に取り組んだ。
　2025年は、厳しい年になる事を覚悟し積極的に取り組んでいく。新たな
取り組みとして、新潟や熊本、岐阜などの地方展示会への出展を計画する
ほか、6月に幕張メッセで行われる「国際建設・測量展」に出展し、悪環
境に強い当社製品を建機・土木分野への拡販を狙う。また製品パンフレッ
ト「ソリューションガイド」を作成し、当社製品を分かりやすく伝える工
夫や、MREとMRPの積極的な営業活動、展示会で得た新たな引き合い案
件を具体化する活動を強化していく。
　製品については、MRE、MRPの普及タイプのバリエーションの追加を
予定。ワントラックアブソスケールの商品化やCAN open対応センサーの
拡充を進めると共に、耐環境性能に優れた製品を開発し、建機やシールド
マシンなど土木分野等への進出を目指す。念願だった面実装型検出素子の
専用生産設備もいよいよ今秋完成する予定だ。
　次世代を生き抜くために、社員教育や人材育成に努め、人材確保に向け
た投資も継続し、業界に一目置かれる企業であり続けことを目指す。

新市場と新規客の開拓を強化
代表取締役社長

沖村　文彦

マコメ研究所

　2024年は、売り上げは前年比で10%下がる見込み
で、利益はほぼ前年並みになると見ている。
　2022年と2023年に大量の注文が入ったことで、現
在も代理店とお客さまの倉庫に在庫がある状態が続
いている。市場に振り回されている印象だが、地道
に頑張るしかない。

　大阪府内のものづくり中小企業を対象に、技術力や品質、コスト、納期
面等で高い評価を得ている企業を表彰する「大阪ものづくり優良企業賞 
匠」に選ばれた。JIS規格に合わせて従来より2～3割小型化したトランス
を開発し、材料の消費が少なく、SDGsにもつながるということで高く評
価してもらった。
　2024年は創業60周年の節目の年だった。続く2025年は、60年続いてきた
トランス専業メーカーとして、新しいスタートの年と考えている。
　トランスは製品での差別化は難しいが、当社は納期対応力やスピードを
重視してお客さまに長年選ばれてきた。弊社のキャッチフレーズは「産業
を支える小さな心臓」であり、どれだけデジタルの社会になっていって
も、人と社会が電気を使う以上、何者にも代え難い技術であり、不可欠な
製品である。景気が良くても悪くても、お客さまの満足することをきっち
りやっていくことが重要だ。
　50年前は10人ほどの小さな会社で、本社に建屋は一つしかなかった。事
業拡大とともに近隣に拡張し、いまでは工場と倉庫で4つの建屋に広がっ
ている。また、働いている従業員は近所に住む人々が中心で、長年、地域
社会に支えられきた。働く場所が地元にあり続けることは地域社会にとっ
て大事なことであり、これからも存続していかないといけない。
　今後もトランスで社会やお客さまを支えると同時に、より地域に密着し
て地元の経済と生活を支える企業であり続ける。

トランス一筋60年 業界と地域に貢献
代表取締役社長

城岡　充男

相原電機

　2024年は、長引いた客先の在庫調整が落ち着き、
受注は前年比約25%増と復調方向に転じたが、売上
は約10%減となる見通しとなっている。
　既存顧客の深掘りと既存顧客でも未開拓の部門の
開拓に注力し、お客さま先の会議室や食堂を借りて
訪問展示会の開催を行った。ネット通販に関して

も、取り扱いサイトを5社に拡大し、8月に「チップワンストップ‒電子部
品・半導体の通販サイト」で、12月から「ASKUL」での販売を開始し
た。また、営業企画部門を新設し、マーケティングと販促を強化してい
る。
　製品面では、プリント基板の固定用途としての基板端子が好調に動いて
いる。新たに取り扱いをはじめたバスバーも好調だ。端子台専業メーカー
からの脱却を図るべく、端子台＋αの訴求を推進している。
　2025年は、半導体関連市場が復調し、それに伴って製造業全体の復調が
期待されるので、見通しは明るいと見ている。
　前年から引き続き、お客さま先での訪問展示会の開催を強化し、ネット
通販についても、取り扱いサイトをさらに増やし、製品ラインアップも拡
充していく。また、複数の新製品の発売を予定しているほか、端子台＋α
の製品群の訴求・拡販、海外市場への拡販にもチャレンジしていく。
　製品では、トランジスタクリップなど放熱補助部品をはじめ、ねじを使
わず締結する端子台、必要な数だけ連結できる回転式端子台、プリント基
板の固定用途としての基板端子、新たに取り扱いを始めているバスバーの
提案を強化する。
　2025年度は、製造業全体が本格的に復調する期待の１年と考えている。
復調を見据えて先納期生産と計画生産によって納期対応力を強化しており
準備は整っている。また、端子台＋αの製品群でお客さまの困り事に幅広
く対応できることを訴求し、国内外のお客さまに貢献したい。

端子台＋αの製品群の提案強化
代表取締役社長

大島　右京

フジコン

　2024年度は、円安影響による仕入れ価格の増加と
物価高の影響が大きかったものの売価に転嫁できた
ケースもあり、増収増益を見込んでいる。
　取り組みの目玉となったのは、弊社WEBサービ
スを刷新したこと。WEB上で常設バーチャル展示
会の開催を行い、定常的に製品の露出を上げること

ができている。WEBの検索機能も向上し、お客さまからの問い合わせも
増加している。
　また都心部から離れたお客さまの現場の悩みを解決するために代理店各
社との共同営業活動を強化し、共同での展示会出展などの機会を得ること
ができた。
　製品としては、産業用データ通信製品は堅調が継続し、産業用PCやカ
メラも好調。特に無線関連製品は大きく売上を伸ばし、データセンター向
けの電材も好調だった。
　2025年度の見通しは明るい。社内組織が徐々に成熟化し、自律・自立し
た社員も増え、自走型自律型組織に近づきつつある。各部門のリーダーが
陣頭指揮を執りつつ、現場最高責任者と戦略立案と実行を行うことにより
目標達成できるようになってきた。2025年は全社を通じてデジタル化、効
率化を促進させていく。
　具体的には、WEB戦略をさらに加速化し、提案営業を促進してお客さ
まへの提案の質を向上させていく。地域代理店との共同営業体制の深化も
進め、無線を含めた新たな製品の発掘に加え、PCやスイッチなどカスタ
ムやカスタム設定が必要な製品の対応ができる体制も強化していく。
　2025年度は、10年ビジョン「産業×IT＝IBS」の5年目の年となる。
2026年までの３年間は「育てる」をテーマとし、ひと、事業、市場など、
出てきた芽を育てる年にしたい。産業分野のIT化は拡大市場だが、ニッ
チな得意分野を見つけ、生活を豊かにする技術貢献に寄与し続けたい。

ひと、事業、市場を「育てる」年に
代表取締役社長

望月　綾子

アイ・ビー・エスジャパン

　2024年は、産業機器事業の受注が前期から減少し
た状況が継続し、一時大幅に増えた受注残も消化が
進んだ。現在は部品の入手状況が改善し、リードタ
イムも以前より良い方向に進んでいるが、中国の景
気減速やユーザーの在庫過多によって厳しい状況に
ある。その中で前期比を上回る売り上げにすべく営

業活動を進めている。
　環境事業に関しては、近年提案を強化してきた高圧向けの受注が売り上
げに結び付いたため、売上げは前期比10％程度の増加で推移している。
　営業面では、海外での販売強化のため、ディストリビューターの開拓と
拡販を進めた。国内向けはパワーモジュールの拡販を強化した。提案でき
る客先は増えてきたが、市場環境の停滞から顧客の動きが鈍く、実績とな
る案件は来季以降に増えてくると見越している。
　2025年は、客先の在庫消化の進捗と半導体関連の立ち上がりを見込んで
いるため、市場見通しは明るいと考えている。
　前期同様に、海外拡販とパワーモジュールの拡販を重点項目として、当
社としての顧客への優位性を再構築しながら新規開拓を進めていきたい。
そのためにパワーモジュール関連と海外での現地ニーズに対応した製品マ
ーケティングを強化していく方針だ。
　直近は厳しい状況にあるが、半導体需要は間違いなく増加するファンダ
メンタルはあると考えている。その波にしっかりと対応できるよう、2025
年度は部材の確保や生産効率の改善、新規顧客開拓、既存顧客への深掘り
活動を前へと進めていきたい。

海外拡販とパワーモジュールに注力
取締役 営業本部長

安井　雄司 

ジェルシステム
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2025年のFA市場はどうなる？　FA各社トップが語る

　2024年度の業績は、売り上げは前年度比でほぼ横
ばいとなったが、利益については人件費の見直し、
材料や部品価格、エネルギー価格の高止まりが影響
して悪化した。
　JECA FAIR2024では、常用電源との切換に欠か
せない電源切換開閉器「SSKシリーズ」を中心に

展示した。災害時の停電に備えて非常用発電機の必要性が見直されている
中で高評価を得た。また新製品「RET形速結端子台」も展示し、アース
線を差し込むだけで接地バーに接続ができ、電線の端末処理やドライバー
によるネジ締め作業が不要という特長が、人手不足の中で反応が良かっ
た。
　また創立65周年を迎えるにあたり、10月に社名を「共立継器株式会社」
から、「WashiON株式会社」に変更した。WashiON（ワシオン）はお客
さまに長年親しまれてきたブランド名であり、社名とブランド名を統一す
ることとした。
　2025年は、引き続き原材料やエネルギー価格の高止まりが続くと予想さ
れるが、売り上げ、利益ともに2024年度の10%アップを目標に掲げ、営
業、生産活動を行っていく。
　営業面では、顧客満足度を向上するために、これまで以上にお得意さま
を訪問して細かい要望を拾い上げる地道な営業活動を続けていく。各種展
示会へも積極的に出展して新製品、および従来製品をPRし、新規顧客の
開拓につなげていく。

創立65周年を迎え新たなスタート
代表取締役会長

追分　泰

WashiON

　2024年度は、新製品のファイバーレーザー切断機
が前期比24%増と大きく伸び、工作機械向けなどフ
ットスイッチの同10%減をカバーし、売上高は約
8%の増加を見込んでいる。利益も微増の見込みで
増収増益を達成できる予定。
　ソレノイドは、電磁落下防止装置向けが好調で、

前年度並みの売り上げを予定、3本柱の売上高構成比としては、フットス
イッチ約30%、空調ダクト切断機約40%、ソレノイド・電磁機器などが約
30%となる。ファイバーレーザー切断機の売り上げ増で空調ダクト切断機
の比率が23年度の30%から向上、フットスイッチの売り上げより多くなっ
た。
　また、新市場の開拓として、eスポーツ、ゲーム機の動画を再生する機
器のフットスイッチなども開発している。
　こうした新しいマーケットを模索するため、営業方法にも工夫を凝ら
す。従来は製品を持ち込んで説明していたが、タブレットによる動画、
PDFで製品の使用事例を紹介、視覚に訴えかけながら提案している。海
外の展示会などでも、仕様などが一目で分かるので好評だ。また、タブレ
ットなら仕様が変更されても簡単に情報を変更できる。
　海外では展示会に積極的に出展し、従来からの中国、タイに加えてイン
ドにも力を入れる。昨年9月にデリーで開かれた国際電子部品製造技術専
門見本市に出展したが、今年1月にもベンガルールの工作機械展に出展、
大市場のインドで市場のニーズを把握し足場づくりを行う。
　これら展示会や製品、企業情報をメディアプラットフォーム「note」
で発信し、会社のPRや採用活動に役立てている。
　今年の市場見通しは、海外情勢が混沌としているため、不安視している
が、会社としては「変える」をキーワードに、25年4月から新経営体制で
臨み、25年度の売上高は約3%の増収を目指す。

動画を使った提案営業
代表取締役社長

古川　長武

国際電業 キムラ電機

　2024年度の業績は厳しい状況であり、売り上げは
前年から5％程度減となり、利益も下回る見込み
だ。2年前の部材の調達難や資材高騰に伴うお客さ
まの先行発注の影響が継続したとみている。一部の
建設関係のお客さまは堅調となっているが、その他
のユーザーからの発注が戻ってきていない状況だ。

　そうした中で、「海外規格ヒューズ台」「省配線ターミナル」「ネジな
し端子台」「耐環境端子台」の4種を拡販重点商品と定め、既存の主力製
品と合わせて積極的にPRを展開した。さらに、従来の営業活動以外にも
メールマガジンの配信などを積極的に行い、新たな引き合いや問い合わせ
も増加傾向にあり、受注につながる成果も出始めている。
　2025年の見通しについては、在庫調整局面がお客さまごとに異なり、市
場全体の回復傾向が読みにくい状況となっている。しかしながら、社会イ
ンフラ系のお客さまにおいて、2025年以降の大口案件の引き合いを頂戴し
ている。主力製品の新規引き合いも増加傾向にあり、在庫調整局面のお客
さまからの受注の回復状況がこれからのカギになると考えている。
　引き続きお客さまとの接点を大切にして地道に主力製品の拡販を行うと
ともに、2024年度に種まきを実施した4種の拡販重点商品のさらなる浸透
を進め、新規ユーザーの獲得を目指す。また引き合いをいただいている大
口案件に対して、お客さまの要望に応えるべく、社内のコミュニケーショ
ンを密にし、より一層の充実を図っていく。
　2025年は市場回復が見込まれる中、販売、製造、技術一体となってお客
さまの要望に応え、当社のモットーである「お客様のご満足の為に成長し
続ける」企業を体現し、前年比売り上げ115％以上を目指していく。

拡販重点商品を軸に提案強化
代表取締役社長

藤岡　利之

　2024年度は、大幅な増収増益での着地となる見込
みで、順調な年となっている。
　営業面では、お客さまとより深い関係構築を行う
ことに重点を置いた施策を行い、その取り組みのひ
とつにキャラバンカー（移動展示車）を使ったプラ
イベート展がある。キャラバンカーで直接、全国の

お客さまを巡り、当社の商品や会社の強みを訴求していくことを行った。
初めは、担当者レベルで当社の認知にばらつきがあることが多かったが、
活動の結果、お客さまの会社内で当社の認知度を底上げすることができ
た。そのおかげもあって、「ニーズに対応したカスタマイズ対応」がお客
さまの間で浸透し、カスタマイズ性の高い対応や専用の装置・モジュール
対応が好調だった。
　2025年は、先の状況が見通しづらい状況が続き、2024年度のような好調
さがこのまま良い状況が続くかどうかはかなり不透明だ。足元の案件をし
っかりとこなし、お客さまの満足を引き続き得られるよう丁寧な対応を続
けていきたい。具体的には、引き続きお客さまとの関係構築と深耕を続
け、キャラバンカーでのお客さままわりも継続して行う。
　また、加速する製造業のDX化にも対応できるようさまざまな情報のデ
ジタル化と情報連携がとれる体制構築も進めていく。代理店と当社の営業
がよりスムーズに情報のやり取りを行えるようにするため「代理店ポータ
ルサイト」を立ち上げた。利用できるコンテンツはまだ少ないが、コンテ
ンツの充実を図ることで、より代理店にとって利用価値の高い情報連携ツ
ールとして育て上げていく。
　当社の強みを生かし、お客さまとの共同開発も積極的に進めていく。新
たなチャレンジ案件にも積極的に取り組み、当社の開発思想であるBBS
（ブロック・ビルディング・システム）を進めることで新たな新商品開発
を加速させたい。

共同開発や新商品開発へ積極的に挑戦
代表取締役社長

中村　道一

NKE

　2024年度は、材料費と人件費の増加により、売上
・営業利益ともに目標達成は叶わなかった。全般的
に動きの激しい一年だったが、受注は前期比増と好
調であり、顧客の過剰在庫も消化して正常化してき
ている。
　主要カテゴリーでは磁気センサーやMP、ETが

前年売上を上回ったが、磁気スケールが大きく落ち込み苦戦した。昨年リ
リースしたロータリーエンコーダー「MRE」と回転ポテンショメーター
「MRP」は顧客の評価も高く、徐々に出荷も始まり、今後に大きく期待
できる。
　営業面では、東京と大阪で開催された「ものづくりワールド2024」に出
展し、ブースデザインを刷新したことで新規顧客の開拓につながった。他
にも各地区で展示会に参加し、販路開拓に取り組んだ。
　2025年は、厳しい年になる事を覚悟し積極的に取り組んでいく。新たな
取り組みとして、新潟や熊本、岐阜などの地方展示会への出展を計画する
ほか、6月に幕張メッセで行われる「国際建設・測量展」に出展し、悪環
境に強い当社製品を建機・土木分野への拡販を狙う。また製品パンフレッ
ト「ソリューションガイド」を作成し、当社製品を分かりやすく伝える工
夫や、MREとMRPの積極的な営業活動、展示会で得た新たな引き合い案
件を具体化する活動を強化していく。
　製品については、MRE、MRPの普及タイプのバリエーションの追加を
予定。ワントラックアブソスケールの商品化やCAN open対応センサーの
拡充を進めると共に、耐環境性能に優れた製品を開発し、建機やシールド
マシンなど土木分野等への進出を目指す。念願だった面実装型検出素子の
専用生産設備もいよいよ今秋完成する予定だ。
　次世代を生き抜くために、社員教育や人材育成に努め、人材確保に向け
た投資も継続し、業界に一目置かれる企業であり続けことを目指す。

新市場と新規客の開拓を強化
代表取締役社長

沖村　文彦

マコメ研究所

　2024年は、売り上げは前年比で10%下がる見込み
で、利益はほぼ前年並みになると見ている。
　2022年と2023年に大量の注文が入ったことで、現
在も代理店とお客さまの倉庫に在庫がある状態が続
いている。市場に振り回されている印象だが、地道
に頑張るしかない。

　大阪府内のものづくり中小企業を対象に、技術力や品質、コスト、納期
面等で高い評価を得ている企業を表彰する「大阪ものづくり優良企業賞 
匠」に選ばれた。JIS規格に合わせて従来より2～3割小型化したトランス
を開発し、材料の消費が少なく、SDGsにもつながるということで高く評
価してもらった。
　2024年は創業60周年の節目の年だった。続く2025年は、60年続いてきた
トランス専業メーカーとして、新しいスタートの年と考えている。
　トランスは製品での差別化は難しいが、当社は納期対応力やスピードを
重視してお客さまに長年選ばれてきた。弊社のキャッチフレーズは「産業
を支える小さな心臓」であり、どれだけデジタルの社会になっていって
も、人と社会が電気を使う以上、何者にも代え難い技術であり、不可欠な
製品である。景気が良くても悪くても、お客さまの満足することをきっち
りやっていくことが重要だ。
　50年前は10人ほどの小さな会社で、本社に建屋は一つしかなかった。事
業拡大とともに近隣に拡張し、いまでは工場と倉庫で4つの建屋に広がっ
ている。また、働いている従業員は近所に住む人々が中心で、長年、地域
社会に支えられきた。働く場所が地元にあり続けることは地域社会にとっ
て大事なことであり、これからも存続していかないといけない。
　今後もトランスで社会やお客さまを支えると同時に、より地域に密着し
て地元の経済と生活を支える企業であり続ける。

トランス一筋60年 業界と地域に貢献
代表取締役社長

城岡　充男

相原電機

　2024年は、長引いた客先の在庫調整が落ち着き、
受注は前年比約25%増と復調方向に転じたが、売上
は約10%減となる見通しとなっている。
　既存顧客の深掘りと既存顧客でも未開拓の部門の
開拓に注力し、お客さま先の会議室や食堂を借りて
訪問展示会の開催を行った。ネット通販に関して

も、取り扱いサイトを5社に拡大し、8月に「チップワンストップ‒電子部
品・半導体の通販サイト」で、12月から「ASKUL」での販売を開始し
た。また、営業企画部門を新設し、マーケティングと販促を強化してい
る。
　製品面では、プリント基板の固定用途としての基板端子が好調に動いて
いる。新たに取り扱いをはじめたバスバーも好調だ。端子台専業メーカー
からの脱却を図るべく、端子台＋αの訴求を推進している。
　2025年は、半導体関連市場が復調し、それに伴って製造業全体の復調が
期待されるので、見通しは明るいと見ている。
　前年から引き続き、お客さま先での訪問展示会の開催を強化し、ネット
通販についても、取り扱いサイトをさらに増やし、製品ラインアップも拡
充していく。また、複数の新製品の発売を予定しているほか、端子台＋α
の製品群の訴求・拡販、海外市場への拡販にもチャレンジしていく。
　製品では、トランジスタクリップなど放熱補助部品をはじめ、ねじを使
わず締結する端子台、必要な数だけ連結できる回転式端子台、プリント基
板の固定用途としての基板端子、新たに取り扱いを始めているバスバーの
提案を強化する。
　2025年度は、製造業全体が本格的に復調する期待の１年と考えている。
復調を見据えて先納期生産と計画生産によって納期対応力を強化しており
準備は整っている。また、端子台＋αの製品群でお客さまの困り事に幅広
く対応できることを訴求し、国内外のお客さまに貢献したい。

端子台＋αの製品群の提案強化
代表取締役社長

大島　右京

フジコン

　2024年度は、円安影響による仕入れ価格の増加と
物価高の影響が大きかったものの売価に転嫁できた
ケースもあり、増収増益を見込んでいる。
　取り組みの目玉となったのは、弊社WEBサービ
スを刷新したこと。WEB上で常設バーチャル展示
会の開催を行い、定常的に製品の露出を上げること

ができている。WEBの検索機能も向上し、お客さまからの問い合わせも
増加している。
　また都心部から離れたお客さまの現場の悩みを解決するために代理店各
社との共同営業活動を強化し、共同での展示会出展などの機会を得ること
ができた。
　製品としては、産業用データ通信製品は堅調が継続し、産業用PCやカ
メラも好調。特に無線関連製品は大きく売上を伸ばし、データセンター向
けの電材も好調だった。
　2025年度の見通しは明るい。社内組織が徐々に成熟化し、自律・自立し
た社員も増え、自走型自律型組織に近づきつつある。各部門のリーダーが
陣頭指揮を執りつつ、現場最高責任者と戦略立案と実行を行うことにより
目標達成できるようになってきた。2025年は全社を通じてデジタル化、効
率化を促進させていく。
　具体的には、WEB戦略をさらに加速化し、提案営業を促進してお客さ
まへの提案の質を向上させていく。地域代理店との共同営業体制の深化も
進め、無線を含めた新たな製品の発掘に加え、PCやスイッチなどカスタ
ムやカスタム設定が必要な製品の対応ができる体制も強化していく。
　2025年度は、10年ビジョン「産業×IT＝IBS」の5年目の年となる。
2026年までの３年間は「育てる」をテーマとし、ひと、事業、市場など、
出てきた芽を育てる年にしたい。産業分野のIT化は拡大市場だが、ニッ
チな得意分野を見つけ、生活を豊かにする技術貢献に寄与し続けたい。

ひと、事業、市場を「育てる」年に
代表取締役社長

望月　綾子

アイ・ビー・エスジャパン

　2024年は、産業機器事業の受注が前期から減少し
た状況が継続し、一時大幅に増えた受注残も消化が
進んだ。現在は部品の入手状況が改善し、リードタ
イムも以前より良い方向に進んでいるが、中国の景
気減速やユーザーの在庫過多によって厳しい状況に
ある。その中で前期比を上回る売り上げにすべく営

業活動を進めている。
　環境事業に関しては、近年提案を強化してきた高圧向けの受注が売り上
げに結び付いたため、売上げは前期比10％程度の増加で推移している。
　営業面では、海外での販売強化のため、ディストリビューターの開拓と
拡販を進めた。国内向けはパワーモジュールの拡販を強化した。提案でき
る客先は増えてきたが、市場環境の停滞から顧客の動きが鈍く、実績とな
る案件は来季以降に増えてくると見越している。
　2025年は、客先の在庫消化の進捗と半導体関連の立ち上がりを見込んで
いるため、市場見通しは明るいと考えている。
　前期同様に、海外拡販とパワーモジュールの拡販を重点項目として、当
社としての顧客への優位性を再構築しながら新規開拓を進めていきたい。
そのためにパワーモジュール関連と海外での現地ニーズに対応した製品マ
ーケティングを強化していく方針だ。
　直近は厳しい状況にあるが、半導体需要は間違いなく増加するファンダ
メンタルはあると考えている。その波にしっかりと対応できるよう、2025
年度は部材の確保や生産効率の改善、新規顧客開拓、既存顧客への深掘り
活動を前へと進めていきたい。

海外拡販とパワーモジュールに注力
取締役 営業本部長

安井　雄司 

ジェルシステム
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2025年のFA市場はどうなる？　FA各社トップが語る

　2024年度の業績は、売り上げは前年度比でほぼ横
ばいとなったが、利益については人件費の見直し、
材料や部品価格、エネルギー価格の高止まりが影響
して悪化した。
　JECA FAIR2024では、常用電源との切換に欠か
せない電源切換開閉器「SSKシリーズ」を中心に

展示した。災害時の停電に備えて非常用発電機の必要性が見直されている
中で高評価を得た。また新製品「RET形速結端子台」も展示し、アース
線を差し込むだけで接地バーに接続ができ、電線の端末処理やドライバー
によるネジ締め作業が不要という特長が、人手不足の中で反応が良かっ
た。
　また創立65周年を迎えるにあたり、10月に社名を「共立継器株式会社」
から、「WashiON株式会社」に変更した。WashiON（ワシオン）はお客
さまに長年親しまれてきたブランド名であり、社名とブランド名を統一す
ることとした。
　2025年は、引き続き原材料やエネルギー価格の高止まりが続くと予想さ
れるが、売り上げ、利益ともに2024年度の10%アップを目標に掲げ、営
業、生産活動を行っていく。
　営業面では、顧客満足度を向上するために、これまで以上にお得意さま
を訪問して細かい要望を拾い上げる地道な営業活動を続けていく。各種展
示会へも積極的に出展して新製品、および従来製品をPRし、新規顧客の
開拓につなげていく。

創立65周年を迎え新たなスタート
代表取締役会長

追分　泰

WashiON

　2024年度は、新製品のファイバーレーザー切断機
が前期比24%増と大きく伸び、工作機械向けなどフ
ットスイッチの同10%減をカバーし、売上高は約
8%の増加を見込んでいる。利益も微増の見込みで
増収増益を達成できる予定。
　ソレノイドは、電磁落下防止装置向けが好調で、

前年度並みの売り上げを予定、3本柱の売上高構成比としては、フットス
イッチ約30%、空調ダクト切断機約40%、ソレノイド・電磁機器などが約
30%となる。ファイバーレーザー切断機の売り上げ増で空調ダクト切断機
の比率が23年度の30%から向上、フットスイッチの売り上げより多くなっ
た。
　また、新市場の開拓として、eスポーツ、ゲーム機の動画を再生する機
器のフットスイッチなども開発している。
　こうした新しいマーケットを模索するため、営業方法にも工夫を凝ら
す。従来は製品を持ち込んで説明していたが、タブレットによる動画、
PDFで製品の使用事例を紹介、視覚に訴えかけながら提案している。海
外の展示会などでも、仕様などが一目で分かるので好評だ。また、タブレ
ットなら仕様が変更されても簡単に情報を変更できる。
　海外では展示会に積極的に出展し、従来からの中国、タイに加えてイン
ドにも力を入れる。昨年9月にデリーで開かれた国際電子部品製造技術専
門見本市に出展したが、今年1月にもベンガルールの工作機械展に出展、
大市場のインドで市場のニーズを把握し足場づくりを行う。
　これら展示会や製品、企業情報をメディアプラットフォーム「note」
で発信し、会社のPRや採用活動に役立てている。
　今年の市場見通しは、海外情勢が混沌としているため、不安視している
が、会社としては「変える」をキーワードに、25年4月から新経営体制で
臨み、25年度の売上高は約3%の増収を目指す。

動画を使った提案営業
代表取締役社長

古川　長武

国際電業 キムラ電機

　2024年度の業績は厳しい状況であり、売り上げは
前年から5％程度減となり、利益も下回る見込み
だ。2年前の部材の調達難や資材高騰に伴うお客さ
まの先行発注の影響が継続したとみている。一部の
建設関係のお客さまは堅調となっているが、その他
のユーザーからの発注が戻ってきていない状況だ。

　そうした中で、「海外規格ヒューズ台」「省配線ターミナル」「ネジな
し端子台」「耐環境端子台」の4種を拡販重点商品と定め、既存の主力製
品と合わせて積極的にPRを展開した。さらに、従来の営業活動以外にも
メールマガジンの配信などを積極的に行い、新たな引き合いや問い合わせ
も増加傾向にあり、受注につながる成果も出始めている。
　2025年の見通しについては、在庫調整局面がお客さまごとに異なり、市
場全体の回復傾向が読みにくい状況となっている。しかしながら、社会イ
ンフラ系のお客さまにおいて、2025年以降の大口案件の引き合いを頂戴し
ている。主力製品の新規引き合いも増加傾向にあり、在庫調整局面のお客
さまからの受注の回復状況がこれからのカギになると考えている。
　引き続きお客さまとの接点を大切にして地道に主力製品の拡販を行うと
ともに、2024年度に種まきを実施した4種の拡販重点商品のさらなる浸透
を進め、新規ユーザーの獲得を目指す。また引き合いをいただいている大
口案件に対して、お客さまの要望に応えるべく、社内のコミュニケーショ
ンを密にし、より一層の充実を図っていく。
　2025年は市場回復が見込まれる中、販売、製造、技術一体となってお客
さまの要望に応え、当社のモットーである「お客様のご満足の為に成長し
続ける」企業を体現し、前年比売り上げ115％以上を目指していく。

拡販重点商品を軸に提案強化
代表取締役社長

藤岡　利之

　2024年度は、大幅な増収増益での着地となる見込
みで、順調な年となっている。
　営業面では、お客さまとより深い関係構築を行う
ことに重点を置いた施策を行い、その取り組みのひ
とつにキャラバンカー（移動展示車）を使ったプラ
イベート展がある。キャラバンカーで直接、全国の

お客さまを巡り、当社の商品や会社の強みを訴求していくことを行った。
初めは、担当者レベルで当社の認知にばらつきがあることが多かったが、
活動の結果、お客さまの会社内で当社の認知度を底上げすることができ
た。そのおかげもあって、「ニーズに対応したカスタマイズ対応」がお客
さまの間で浸透し、カスタマイズ性の高い対応や専用の装置・モジュール
対応が好調だった。
　2025年は、先の状況が見通しづらい状況が続き、2024年度のような好調
さがこのまま良い状況が続くかどうかはかなり不透明だ。足元の案件をし
っかりとこなし、お客さまの満足を引き続き得られるよう丁寧な対応を続
けていきたい。具体的には、引き続きお客さまとの関係構築と深耕を続
け、キャラバンカーでのお客さままわりも継続して行う。
　また、加速する製造業のDX化にも対応できるようさまざまな情報のデ
ジタル化と情報連携がとれる体制構築も進めていく。代理店と当社の営業
がよりスムーズに情報のやり取りを行えるようにするため「代理店ポータ
ルサイト」を立ち上げた。利用できるコンテンツはまだ少ないが、コンテ
ンツの充実を図ることで、より代理店にとって利用価値の高い情報連携ツ
ールとして育て上げていく。
　当社の強みを生かし、お客さまとの共同開発も積極的に進めていく。新
たなチャレンジ案件にも積極的に取り組み、当社の開発思想であるBBS
（ブロック・ビルディング・システム）を進めることで新たな新商品開発
を加速させたい。

共同開発や新商品開発へ積極的に挑戦
代表取締役社長

中村　道一

NKE

　2024年度は、材料費と人件費の増加により、売上
・営業利益ともに目標達成は叶わなかった。全般的
に動きの激しい一年だったが、受注は前期比増と好
調であり、顧客の過剰在庫も消化して正常化してき
ている。
　主要カテゴリーでは磁気センサーやMP、ETが

前年売上を上回ったが、磁気スケールが大きく落ち込み苦戦した。昨年リ
リースしたロータリーエンコーダー「MRE」と回転ポテンショメーター
「MRP」は顧客の評価も高く、徐々に出荷も始まり、今後に大きく期待
できる。
　営業面では、東京と大阪で開催された「ものづくりワールド2024」に出
展し、ブースデザインを刷新したことで新規顧客の開拓につながった。他
にも各地区で展示会に参加し、販路開拓に取り組んだ。
　2025年は、厳しい年になる事を覚悟し積極的に取り組んでいく。新たな
取り組みとして、新潟や熊本、岐阜などの地方展示会への出展を計画する
ほか、6月に幕張メッセで行われる「国際建設・測量展」に出展し、悪環
境に強い当社製品を建機・土木分野への拡販を狙う。また製品パンフレッ
ト「ソリューションガイド」を作成し、当社製品を分かりやすく伝える工
夫や、MREとMRPの積極的な営業活動、展示会で得た新たな引き合い案
件を具体化する活動を強化していく。
　製品については、MRE、MRPの普及タイプのバリエーションの追加を
予定。ワントラックアブソスケールの商品化やCAN open対応センサーの
拡充を進めると共に、耐環境性能に優れた製品を開発し、建機やシールド
マシンなど土木分野等への進出を目指す。念願だった面実装型検出素子の
専用生産設備もいよいよ今秋完成する予定だ。
　次世代を生き抜くために、社員教育や人材育成に努め、人材確保に向け
た投資も継続し、業界に一目置かれる企業であり続けことを目指す。

新市場と新規客の開拓を強化
代表取締役社長

沖村　文彦

マコメ研究所

　2024年は、売り上げは前年比で10%下がる見込み
で、利益はほぼ前年並みになると見ている。
　2022年と2023年に大量の注文が入ったことで、現
在も代理店とお客さまの倉庫に在庫がある状態が続
いている。市場に振り回されている印象だが、地道
に頑張るしかない。

　大阪府内のものづくり中小企業を対象に、技術力や品質、コスト、納期
面等で高い評価を得ている企業を表彰する「大阪ものづくり優良企業賞 
匠」に選ばれた。JIS規格に合わせて従来より2～3割小型化したトランス
を開発し、材料の消費が少なく、SDGsにもつながるということで高く評
価してもらった。
　2024年は創業60周年の節目の年だった。続く2025年は、60年続いてきた
トランス専業メーカーとして、新しいスタートの年と考えている。
　トランスは製品での差別化は難しいが、当社は納期対応力やスピードを
重視してお客さまに長年選ばれてきた。弊社のキャッチフレーズは「産業
を支える小さな心臓」であり、どれだけデジタルの社会になっていって
も、人と社会が電気を使う以上、何者にも代え難い技術であり、不可欠な
製品である。景気が良くても悪くても、お客さまの満足することをきっち
りやっていくことが重要だ。
　50年前は10人ほどの小さな会社で、本社に建屋は一つしかなかった。事
業拡大とともに近隣に拡張し、いまでは工場と倉庫で4つの建屋に広がっ
ている。また、働いている従業員は近所に住む人々が中心で、長年、地域
社会に支えられきた。働く場所が地元にあり続けることは地域社会にとっ
て大事なことであり、これからも存続していかないといけない。
　今後もトランスで社会やお客さまを支えると同時に、より地域に密着し
て地元の経済と生活を支える企業であり続ける。

トランス一筋60年 業界と地域に貢献
代表取締役社長

城岡　充男

相原電機

　2024年は、長引いた客先の在庫調整が落ち着き、
受注は前年比約25%増と復調方向に転じたが、売上
は約10%減となる見通しとなっている。
　既存顧客の深掘りと既存顧客でも未開拓の部門の
開拓に注力し、お客さま先の会議室や食堂を借りて
訪問展示会の開催を行った。ネット通販に関して

も、取り扱いサイトを5社に拡大し、8月に「チップワンストップ‒電子部
品・半導体の通販サイト」で、12月から「ASKUL」での販売を開始し
た。また、営業企画部門を新設し、マーケティングと販促を強化してい
る。
　製品面では、プリント基板の固定用途としての基板端子が好調に動いて
いる。新たに取り扱いをはじめたバスバーも好調だ。端子台専業メーカー
からの脱却を図るべく、端子台＋αの訴求を推進している。
　2025年は、半導体関連市場が復調し、それに伴って製造業全体の復調が
期待されるので、見通しは明るいと見ている。
　前年から引き続き、お客さま先での訪問展示会の開催を強化し、ネット
通販についても、取り扱いサイトをさらに増やし、製品ラインアップも拡
充していく。また、複数の新製品の発売を予定しているほか、端子台＋α
の製品群の訴求・拡販、海外市場への拡販にもチャレンジしていく。
　製品では、トランジスタクリップなど放熱補助部品をはじめ、ねじを使
わず締結する端子台、必要な数だけ連結できる回転式端子台、プリント基
板の固定用途としての基板端子、新たに取り扱いを始めているバスバーの
提案を強化する。
　2025年度は、製造業全体が本格的に復調する期待の１年と考えている。
復調を見据えて先納期生産と計画生産によって納期対応力を強化しており
準備は整っている。また、端子台＋αの製品群でお客さまの困り事に幅広
く対応できることを訴求し、国内外のお客さまに貢献したい。

端子台＋αの製品群の提案強化
代表取締役社長

大島　右京

フジコン

　2024年度は、円安影響による仕入れ価格の増加と
物価高の影響が大きかったものの売価に転嫁できた
ケースもあり、増収増益を見込んでいる。
　取り組みの目玉となったのは、弊社WEBサービ
スを刷新したこと。WEB上で常設バーチャル展示
会の開催を行い、定常的に製品の露出を上げること

ができている。WEBの検索機能も向上し、お客さまからの問い合わせも
増加している。
　また都心部から離れたお客さまの現場の悩みを解決するために代理店各
社との共同営業活動を強化し、共同での展示会出展などの機会を得ること
ができた。
　製品としては、産業用データ通信製品は堅調が継続し、産業用PCやカ
メラも好調。特に無線関連製品は大きく売上を伸ばし、データセンター向
けの電材も好調だった。
　2025年度の見通しは明るい。社内組織が徐々に成熟化し、自律・自立し
た社員も増え、自走型自律型組織に近づきつつある。各部門のリーダーが
陣頭指揮を執りつつ、現場最高責任者と戦略立案と実行を行うことにより
目標達成できるようになってきた。2025年は全社を通じてデジタル化、効
率化を促進させていく。
　具体的には、WEB戦略をさらに加速化し、提案営業を促進してお客さ
まへの提案の質を向上させていく。地域代理店との共同営業体制の深化も
進め、無線を含めた新たな製品の発掘に加え、PCやスイッチなどカスタ
ムやカスタム設定が必要な製品の対応ができる体制も強化していく。
　2025年度は、10年ビジョン「産業×IT＝IBS」の5年目の年となる。
2026年までの３年間は「育てる」をテーマとし、ひと、事業、市場など、
出てきた芽を育てる年にしたい。産業分野のIT化は拡大市場だが、ニッ
チな得意分野を見つけ、生活を豊かにする技術貢献に寄与し続けたい。

ひと、事業、市場を「育てる」年に
代表取締役社長

望月　綾子

アイ・ビー・エスジャパン

　2024年は、産業機器事業の受注が前期から減少し
た状況が継続し、一時大幅に増えた受注残も消化が
進んだ。現在は部品の入手状況が改善し、リードタ
イムも以前より良い方向に進んでいるが、中国の景
気減速やユーザーの在庫過多によって厳しい状況に
ある。その中で前期比を上回る売り上げにすべく営

業活動を進めている。
　環境事業に関しては、近年提案を強化してきた高圧向けの受注が売り上
げに結び付いたため、売上げは前期比10％程度の増加で推移している。
　営業面では、海外での販売強化のため、ディストリビューターの開拓と
拡販を進めた。国内向けはパワーモジュールの拡販を強化した。提案でき
る客先は増えてきたが、市場環境の停滞から顧客の動きが鈍く、実績とな
る案件は来季以降に増えてくると見越している。
　2025年は、客先の在庫消化の進捗と半導体関連の立ち上がりを見込んで
いるため、市場見通しは明るいと考えている。
　前期同様に、海外拡販とパワーモジュールの拡販を重点項目として、当
社としての顧客への優位性を再構築しながら新規開拓を進めていきたい。
そのためにパワーモジュール関連と海外での現地ニーズに対応した製品マ
ーケティングを強化していく方針だ。
　直近は厳しい状況にあるが、半導体需要は間違いなく増加するファンダ
メンタルはあると考えている。その波にしっかりと対応できるよう、2025
年度は部材の確保や生産効率の改善、新規顧客開拓、既存顧客への深掘り
活動を前へと進めていきたい。

海外拡販とパワーモジュールに注力
取締役 営業本部長

安井　雄司 

ジェルシステム


